
◎ 市町村間の連携  

 【制度によるもの】 

共同処理制度 数 主な取組み内容 

《別法人の設立によらないもの》 

協議会  １ 下水道共同管理 

機関等の共同設置  ２ 介護認定審査 

事務の委託 ８４ 公務災害、介護認定審査、ごみ処理、し尿処理、

消防、救急、教育、火葬場 

事務の代替執行  ０  

連携協約  ０  

定住自立圏  ４ 休日・夜間診療体制の充実、子育て支援センタ

ーの相互利用、ナラ枯れ被害対策、相談事業の

拡大、職員研修の拡充 

連携中枢都市圏  ０  

《別法人の設立によるもの》 

一部事務組合 １８ 広域行政圏計画、病院、老人福祉施設、上下水

道、ごみ処理、し尿処理、リサイクル施設、消

防、救急 

広域連合  ２ 国民健康保険、母子福祉、障害区分認定審査、

後期高齢者医療、調査研究 

  《出典》H28地方公共団体の事務の共同処理状況調、山形県市町村概要（H27刊） 

◎ 県と市町村の連携  

１ 制度によるもの 

共同処理制度 数 主な取組み内容 

事務の委託 ５２ 公平委員会事務の県（人事委員会）への委託 

一部事務組合  １ 病院（置賜広域病院組合） 

２ 市町村長会議等を通した総括的な取組み 

   各市町村との情報共有や事業の連携を図るため、各自治体のトップへの説

明、意見交換の機会を設けている。 

○市町村長会議 

 ・県政運営の説明等、知事と市町村長との意見交換 

 ・参加者：市町村長、知事、副知事、県幹部 

 ・開催時期：例年５月中旬

○県・市町村行政懇談会 

 ・次年度の県政運営の考え方の説明等、知事と市町村長・市町村議会議長 

との意見交換 

 ・参加者：市町村長、市町村議会議長、知事、副知事、県幹部 

 ・開催時期：例年１０月下旬 

県・市町村の連携の現状について 
平成２８年１０月２７日 
企 画 振 興 部 
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３ 各分野における連携の主な例 

○税収確保に向けた徴収対策 

 ・地方税の徴収対策は、第一義的には、個々の自治体が自らの責任において

取り組むべき課題であるが、県と市町村に共通した最重要課題であるた

め、「山形県地方税徴収対策本部」等を設置し、両者が連携した対策を実

施している。 

【具体的な連携の取組み】 

   ① 共同での徴収対策 

    個人住民税の滞納事案について、解決手法を検討する事案検討会を経

たうえで、 

    ・共同催告（市町村長と総合支庁長の連名での文書による催告） 

    ・共同徴収（それぞれの税務担当職員がチームを編成し、納税交渉 

等を実施） 

    ・直接徴収（市町村から引き継ぎ、県が滞納整理等を実施） 等 

   ② その他 

    ・各種研修会、納税推進強調月間の設定 

○水道事業のあり方の検討 

 ・水道事業は住民生活に不可欠であるものの、人口減少や節水意識による

料金収入の減少、施設の大量更新時期を迎えるなどの課題を抱えており、

経営基盤の強化や効率化、共通課題の解決等のため、県と市町村が一緒

になり検討する場を設けた。 

【具体的な連携の取組み】 

   ・「水道事業のあり方検討会」の開催 

○地域コミュニティづくり 

 ・人口減少及び少子高齢化の進展等により、単独の市町村だけでは対応困

難な課題が表面化している中で、広域的・専門的見地から、市町村の要

請に基づく地域づくりに関するアドバイザーを派遣するなど、県と市町

村が一体となって、地域づくりの取組みを支援している。 

【具体的な連携の取組み】 

   ・市町村の要請に基づき、県のネットワークを活用し、適切なアドバイ

ザーを地域に派遣することで、地域づくりの取組みを促進 

   ・今後は、県が「地域運営組織形成」に向けたモデル事業を先導的に実

施し、モデル事業に取り組む地域に対し、県・市町村がそれぞれの特

性を活かしながら連携して支援を実施 

○移住交流施策 

 ・県が、全県の移住に関する情報発信や首都圏での移住相談体制の整備を

行うとともに、市町村が、移住希望者の受入れ体制の充実に取り組むな

ど、それぞれの役割に応じた連携を図りながら、取組みを進めている。 

【具体的な連携の取組み】 

   ① 移住交流推進協議会の設置・運営 

    ・県内４地域において、県と全市町村を構成員とする協議会を設置 

    ・ふるさと回帰支援センター（東京交通会館内）などを会場に、県

と市町村が連携し、移住セミナーを開催 

   ② やまがた移住交流体験プログラム（山形暮らし体験ツアー） 

    ・市町村から提供を受けたプログラム素材を基にツアー全体を県が

調整。ツアー実施にあたっては、該当市町村が現場で参加者を 

フォローするなど、県と市町村とが連携して事業を展開
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【将来人口推計（2010⇒2040）】 

市町村を取り巻く環境の変化 
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【高齢単身世帯増加率（2000⇒2010）】 
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【人口ビジョン（2010⇒2040）】 

【高齢化率（2010⇒2040）】 

【合計特殊出生率（2014）】 

【合計特殊出生率（2000）】 

2040推計人口 

   :5千人未満 

   :5～10千人未満 

   :減少率40%以上 

2040推計 

   :45%以上 

   :30～45%未満 

   :2010比15P以上増加 

   :増加率75%以上 

   :増加率50%以上 

   :増加率25%以上 
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2040推計人口減少率 

   :減少率30%以上 

各人口ビジョンによる2040人口展望 

   :減少率30%以上 
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   :2.0以上 

   :1.7以上 

   :1.4以上 

   :2.0以上 

   :1.7以上 

   :1.4以上 
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